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令和3年6月市議会定例会環境経済委員会資料

第64号議案令和3年度長崎市一般会計補正予算(第8号)

〔文化観光部所管分〕
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1 観光事業者の現状

①宿泊事業者へのヒアリング結果の概要

0 宿泊事業者の経営状況

令和3年4月国士交通省発表の「新型ニロ_ナウィルス感染症による関係業界へ
の影響について」(2頁参照)のとおり、宿泊、交通事業に関して感染症拡大によ
り深刻な影響を受けている。

特に、宿泊業に関しては、5月の売上が2019年同児比で5割以上減少する見込
みの事業者が全体の81%に及んでいる

長崎市に施設を構える旅館・ホテルの平均的な部屋数である55部屋の宿泊施設

の2019~2021年2月~5月の宿泊人員・売上と主な経費は炊のとおり。

2019年

2~5月

宿泊者数

2020年

2~5月

17,420

名

2021年

2~5月

売上

4,079

名

104,馴 4

千円

売上については、 2020年よりも 2021年が大幅に減少しているが、経費は固定

1,フ79

名

の判Aが大きいため、売上に対して減少しておらず、昨年より収支がさらに
悪ヒし一層経営状況が厳しくなっている

26,256

千円

0

売上減少率

国・県の支援について

今後、感染症が一定落ち着き、国や県の宿泊キャンペーンなどで、観光需要が

1 1,642

千円

喚起され業者へ波及するのは理解するが、そ.の交

対前年比:'74.8%

り

対前年比:'卵.6%

対前々年比:'舘.8%

支援は、今の直接支援と考えてぃる

1年以上の苦しい時期を1土た上での救急期において、本当に必要としてぃる

長崎県の令和3年5月補正で予算措置された支援策については、宿泊施設の環

経費

境整備に係る感染症対への補助であり、事業者負担<も生ごる

98,000

千円

②支援の必要性

宿泊事業者へのヒアリングを踏まえ、次の理由から観光事業者への直接支援が必
要と考える。

60,57フ

千円

経費減少率

51,922

千円

ア宿泊・滞在型観光を推進していくうえで、宿泊事業者の役割は大きい。
イ交流人口の大幅な減少により、市民利用が見込めない宿泊事業者は、売上が

大きく落ち込み、昨年より状況が悪化している。また、観光バス事業者及び観
光船事業者についても同様である。

ウこれらの事業者は、比較的規模の大きい施設・設備、機材を有しており、維
持管理の固定費が大きい。

工国・県の宿泊キャンペーンにより観光需要の喚起が予定されているものの、

再開の時期が不透明であり、キャンペーンは施設によって、効果に大小の差が
生じる。

対前年比:▲訟,1%

対前年比:▲.14.2%

対前々年比:'47.0%

は宿泊施設によって多寡があ



2 新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について

0 痘迫、バ、高速バス等、施客船【盟光血事業者においては、2021年1月の売上金額が、2019年同月比で、
50飴以上減少した事業者が大半を占めている。
0 2021年5月においても、売上金額が70%以上減少する業者が約6割と見込まれるなど厳しい状況となっている。

出典:国土交通省「新型ニロナウィルス感染症による関係案界への影響i一ついて

畢業者の割合

100%,

90怖:

80%:

70%:

60%:

50%

高速バス等

売と減少率■影春なし匪0"~30%

各業における売上減少業者の割合調査結果_2021年1月(2019年同月比)

飴%

46%

25%

の割白

40%:

30,i l

20% 1

10% 1

0劣:

11%

28%

兼客舶(観光船)

卵"

15%

タクシー一般路想バス

30%~50% 50%~70% 70%以上

、

17%

宥泊

6%

"%

事集者の割合

100%/

______ーーーー子

貸切パス

37%

90怖,

20%

80弊.

i

28%

一般路線パス高速バス等 竺声,興ざ,1
,..■影響なし.0%~30% 30%~50% 50%~70%

各業種における売上減少事業者の割合調査結果_2021年5月見込(2019年同月比)

70乳:

印隔:

50郭:

40%「

30隔,

20隔 1

10隔 1

0%'

0%

3B%

、

50%

19

56%

5

29%

詫客船
(観光舶除0

21%

鉄道〔大手〕

"%

タクシー

70%以上

鬼

0

、

8

宿泊
、

18%

9%

鉄道〔大手〕

貸切パス

29%

27%

鹸客舶
【観光舶除0

19%
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3 国・県・市の役割分担と取組み

救急期

CO

^^^^^

リハビリ期

^^^^^^^^^^^^^^

奪舟
卑賜

^^

「心呼吸」の旅キャンペーン(第1弾)
〔内容〕県民対象(7万人泊分)
〔3/8~4/30〕※途中止中(繰越)

「心呼吸」の旅キャンペーン(第2弾)
〔内容〕50万人泊分(民対象)
〔4/15~5/31〕※途中停止中(4月専決)

宿泊施設感染拡大防止策等支事業
〔予算額〕29億円(5月補正)
宿泊施設の境整備費へ3/4補助(過去分V2)

T6amNa卵舶kisafeW 業(県・市協)[予算絢5000万円(5月補正)

宿泊施設認証制度(県内へ拡大)

^^^^^^^^^^

光施の閉鎖(4/28~6/フ)
飲食店時短営業(4/28~6/刀

業持続化支金(今回補正分)
〔予額〕184β70千円※事務費含む

250件(173β99千円)内訳) }:

観光船:5件( 5,041千円)
バス・ 4件( 5,930千円)

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

月次(・4~6
緊急事態措置・まん延防止措置の

(中小法人20万円月・個人10

復活期

^^^

GOT0トーヘル

キ・ヤン゛ミ^
止中

(再開時

^^^^^^^^^^^^^^^^^

全国向け
キ・ヤンぺ、^ン

〔内容〕8万泊分(全国対数)
〔GOT0後・時期未定〕

救急期への対応

^^^^^^^^^^^

Weloome to Na宮asaki

11 キWペー*〔予算額〕268,505千円(繰越)
2月2月実施予定

^^^ーーーーーーーーーーーーー
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頁

4

予算説明書

款

7

商工費

1 概要

新型コロナウイルス感染症の全国的な再拡大(第4波)により、長崎市においては、旅行やイ

ベントのハイシーズンである4月中旬頃から新規感染者数が急速に拡大し、また、4月下旬から

は感染症拡大に伴い市内への移動自粛要請もあっており、観光需要は大きく落ち込み、宿泊事業

者は深刻な影響を受けている。

今後、滞在型観光を推進するうえで非常に重要な役割を果たす宿泊事業者の経営を迅速に支援

するためイ長崎市内で営業する宿泊事業者に対し支援金を給付するもの。

2 事業内客

m 対象施設

次の①もしくは②に該当するもの。

①長崎市内で旅館業法の許可を得て営業するホテル(シティホテル、ビジネスホテル、レ

ジャーホテル、りゾートホテルなど)'旅館及び簡易宿所(以下「ホテル・旅館等」)で、

次に該当しないもの。

・研修施設又は福利厚生施設であるもの。

・2021年4月28日以降に旅館業の営業許可を受けたもの。

・新型コロナウイルス感染症の宿泊療養施設として供されているもの。

②長崎市内に所在する住宅において、長崎県知事へ住宅宿泊事業法の届出を行い、住宅宿

泊事業(以下「民泊施設」)を営み、次の事項に該当しないもの。

・2021年4月28日以降,に届出を行ったもの。

②申請要件

(ア)新型コロナウイルス感染症(第心脚の影響により売上が減少し、次のいずれかに該当

すること。

①2年以上継続して事業を行っている方

原則として、2021年4~6月の任意の 1か月の売上が2019年同月に比して 20%以上減少し

ていること。

項

商工費

目

4

観光費

番号

1-1

事 業

事業持続化支援金

(宿泊事業者)

名 予算額

.

173,899 千円

②業歴が 3か月以上,2年未満の事業者又は単純な売上比較が困難な方

2021年4~6月の任意1か月の売上が、2019年4月以降で任意の連続する 2 ケ月の売上の

平均と比して20%以上減少していること。

(イ)法人及び事業を行っている個人にあっては、市税、事業税、消費税又は地方消費税を 2018

松
1
怜



.

.

年度まで滞納していないこと。

(ウ)事業者が次のいずれかに該当しないこと。

・長崎市暴力団排除条例第2条第1号に規定する暴力団

・長崎市暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団員

・長崎市暴力団排除条例第12条に規定する暴力団関係者

③支援金の主な活用例

・宿泊施設を維持・管理するための経費(光熱水費・人件費・家賃等)

・宿泊施設内における衛生管理対策費

・宿泊施設におけるサービス向上及ぴ施設の機能向上に係る経費

④支援金額

①ホテル・旅館等

・支援金額;収容人員 1 人あたり 20,000円

信十算方式)収容人員X20,000円=支援金額

・上限額:2021年4月~6月のうち最も減収額の大きい月(対比20%以上)の

減収額X2か月分が上限で、最大2,000,000円

令和2年度の支援時は、3月から5月の期問を算定期間とし、収容人員 1人あたりの支

援金額を30,000円としていたが、今回は、前回と比べて移動自粛期間が3分の2の期間で

あるため、「3分の 2」を乗じて収容人員 1 人あたりの支援金額を 20,000円とする。

また、上限額も 3分の2の2,000,000円とし、近接敷地及ぴエリア内で同一営業者が複

数の施設を営業している場合も上限額は合算して2,000,000円とする。

②民泊施設

・支援金額!収容人員 1 人あたり 20,000円,

信十算方式)収容人員X20,000円XI/2=支援金額

・上限額:2021年4月~6月のうち最も減収額の大きい月(対比20%以上)の

減収額X2 か月分が上限で、最大 1,000,000円

民泊においては、年間の営業日数が180日以下という制限があるため、ホテル・旅館等

の算定方法に基づいたうぇで、さらに、算定した額を 2分の 11こした額を支援金額とし、

上限額は 1,000,000円とする。

なお、同一所在地で複数の住宅の届出を行い営業している者(同ービルの違う部屋でそ

れぞれ届出を行っている者)においては、算定期間で合計し、比較する。

5



3 事業費

m 支援金

ホテル・旅館等

民泊施設

種別

②事務費(振込手数料,郵送半羽

合計

合計(①+②)

財源内訳

件数(件)

4

173,760,000円

206

事業費

44

支援金額(円)

250

173 899 000円

■■ ・①

170,080,000

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(単独分)

5 事業実施の必要性とその効果

m 必要性

新型コロナウィルス感染症の拡大により、全国的に旅行者・出張者の自粛が相次ぎ、宿泊客

は激減し、宿泊事業者は深刻な影響を受け、経営が厳しい状況.にある。
0

滞在型観光にとって、宿泊事業者は非常に重要な役割を担うものであり、感染症終息後の観

光需要の回復を見据え、長崎市の今後の観光振興のためにも宿泊事業者の経営を維持すること

が必要である。

千円

173,899

139,000円・・・②

3,680,000

173,760,000

国庫支出金※

千円

173,899

県支出金

財 源

千円

②効果

ア経済対策として支援金を交付することで、厳しい経営状況にある宿泊事業者の経営を支

援することができる。

イ宿泊施設の受入環境の充実等、サービス向上が図られ、宿泊者の満足度が向上す.る。

地方債

内 訳

千円

その他

千円

一般財源

千円

6



(参考)その他長崎市の業者支援制度との比較

事業持続化支援金

収容人数

(施設数)

101 人以上

(46 施設)

(宿泊業者)

給付上限額

18~100 人

(99 施設)

1~17 人

(61 施設)

200 万円

36~200 万円

(2万円X人数)

1~34人

(U施設)

2~34万円

(2万円X人数

1日の

売上高

1~34万円

(2万円X人数X V2)

業時間短縮要請支援金

1日あたり

の支給額
前年度又は前々年度と

の比較による本年5月

の1日あたりの飲食業

売上高減少額の4割

<主な申要件(減収要件)>

令和3年4月、5月または6月の売上が、2020年または2019年の同月と比較して、
20%以上減少していること。

※「長崎市営業時間短縮要請協力金」の受給者は対象外

25 万円以上

中小企業等一時金の要件を満たし、金額が上回る場合は一時金で対応

83,333円超

~249' 999円

中小業者一時金(第2期)

'20%~50%

83,333円以下

前年度又は前々年度の

5月における 1日あたり

の飲食業売上高の3割

(上限12.5万円X2か月)

大25万円

支給額

試算

7万5千円

820 万円

(20 万円 X41日)

'50%~

(上限17占万円X2か月)

稔.5万円
(市)

307万5千円

U万5千円 X41日)

大35万円

2万5千円

4月

102万 6千~

307万4千円

(売上高の3割D

フ.5万円
(市)

12.5万円
(市)

4月 5月

※4月、5月、6月のうち、要件左満たす月を選ぶ(最大2か月)

102.5 万円

(2万5千円 X41日)

5万円

5月

5万円

フ.5万円

(市)

5万円

5万円

大
企
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頁

予算説明害

款

7

商工費

1 概要

新型コロナウィルス感染症の全国的な再拡大により、市有観光施設を休館する等、感染症拡大

防止対策を講じた結果、観光関連事業者は深刻な打撃を受けている。

このような中、長崎の観光業にとって重要な役割を果たす端島上陸観光を行う事業者の経営を

迅速に支援するため、同事業者に対し、支援金を交付するもの。

?

項 目

4

観光費

2 事業内容

川対象事業者

長崎市端島見学施設条例第5条に基づき係船の許可を受けている事業者位揣島上陸観光を

行う船会社5事業者)

②申請要件

(ア) 2021年4月から 6月までの任意の 1 ケ月の売上が、 2019年同月に比して 20%以上減

少していること。

(イ)法人及ぴ事業を行っている個人にあってはX 市税、事業税、消費税又は地方消費税を

2018年度まで滞納していないこと。

(ウ)補助事業者が次のいずれかに該当しないこと。

・長崎市暴力団排除条例第2条第1号に規定する暴力団

・長崎市暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団員

・長崎市暴力団排除条例第12条に規定する暴力団関係者

③支援金の主な活用例

・事業継続に必要な固定経費(光熱水費・人件費等)

・観光船内や関連施設における衛生管理対策費

・観光船のサーピス向上(ハード・ソフト)に係る経費

番号

1-1

事 業

事業持続化支援金

(端島航路事業者)

名 予算額

、

5,041 千円

8

費
1
土商

桧
1
怜



゛

゛

④支援金額等

●計算方式保有最大船舶定員数XI0,000円 X2/3=支援金額(上限2,000,000円)

※定員は船員(安全誘導員含)を除く。

A社

B社

航路事業者名(定員数)

(225 人)

(192 人)

C社

D社

(203 人)

(116 人)

E社(20 人)

⑤支払方法

対象者から申請書を受付け、内容を確認後、申請者の口座へ振り込む。

3

合計額

事業費

支金:5 041 千円

積算額

4 財源内訳

1,,500,000円

1,280,000円

事業費

1,353,334円

刀3,334円

133,334円

支援金額

5,040,002円

千円

5,041

1,500,000円

国庫支出金※

1,280,000円

5 事業実施の必要性とその効果

m 必要性

新型コロナウイルス感染症の全国的な再拡大により、市有観光施設を休館する等、感染症拡

大防止対策を講じた結果、観光関連事業者は深刻な打撃を受けている。

観光業にとって、端島上陸観光事業者は非常に重要な役割を担うものであり、感染症収東後

の観光需要の回復を見据え、長崎市の今後の観光振興のためにも、経営を維持することが必要

である。

1,353,334円

刀3,334円

千円

5,041

133,334円

5,040,002円

県支出金

財

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(単独分)

源

1

干円

②効果

支援金を交付することで、厳しい経営状況にある端島上陸観光事業者の経営を支援し、ボ

ストコロナに向けた観光受入体制を維持することができる。

地方債

内

千円

その他

千円

'一般財源

千円

9

訳



頁

10

予算説明書

款

7

商工費

1 概要

新型コロナウィルス感染症の全国的な再拡大により、市有観光施設を休館する等、感染症拡大

防止対策を.講じた結果、観光関連事業者は深刻な打撃を受けている。

このような中、長崎の観光業にとって重要な役割を果たす観光バス事業者の経営を迅速に支援

するため、長崎市内に本社を置く観光バス事業者に対し、支援金を交付するもの。

項

商工費

目

4

観光費

2 事業内容

川対象事業者

道路運送法第4条に基づく許可を受けており、長崎市内に本社を置く観光バス事業者.(4事

業者)。
ノ

②申請要件

(ア) 2021年4月から 6月までの任意の 1 ケ月の売上が、 2019年伺月に比して 20%以上減

少していること。

(イ)法人及ぴ事業を行っている個人にあっては、市税、事業税、消費税又は地方消費税を

2018年度まで滞納していないこと。

(ウ)補助事業者が次のいずれかに該当しないこと。

・長崎市暴力団排除条例第2条第.1号に規定する暴力団

・長崎市暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団員

・長崎市暴力団排除条例第12条に規定する暴力団関係者

③支援金の主な活用例

・事業継続に必要な固定経費(光熱水費・人件費等)

・観光バス内における衛生管理対策費

・観光バスのサービス向上(ハード・ソフト)に係る経費

番号

1-1

事 業

事業持続化支擾金

(観光バス事業者)

名 予算額

゛、

5,930 千円

、

桧
1
袷



,

゛

④支援金額等

●計算方式保有観光バス総定員数X2,000円X2/3=支援金額(上限 2,000,000円)

※定員は、運転手・添乗員及ぴ補助席を除く。

A社 a,665 人)

B社(723 人)

観光バス事業者名(定員数)

C社(842 人)

D社 a,382 人)

⑤支払方法

対象者から申請を受付け、内容を確認後、申請者の口座へ振り込む。

3 事業費

支援金

合計額

4

5 930 千円

財源内訳

積算額

2,220,000円

事業費

964,000円

1,122,667円

1,842,667円

6,'149,334円

千円

5,930

支援金額

国庫支出金※

2,000,000円

5 事業実施の必要性とその効果

①,必要性

新型コロナウイルス感染症の全国的な再拡大により、市有観光施設を休館する等、感染症拡

大防止対策を講じた結果、観光関連事業者は深刻な打撃を受けている。

観光業にとって、観光バス事業者は非常に重要な役割を担うものであり、感染症収東後の観

光需要の回復を見据え、長崎市の今後の観光振興のためにも、経営を維持することが必要であ

る。

964,000円

1,122,667円

1,842,6釘円

千円

5,930

5,929,334円

県支出金

※新型コロナウイルス感染症感染症対応地方創生臨時交付金(単独分)

財 源

千円

②効果

支援金を交付することで、厳しい経営状況にある観光バス事業者の経営を支援し、ポスト

コロナに向けた観光受入体制を維持することができる。

地方債

内

千円

その他

千円

一般財源

千円

11

訳


